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はしがき 
 

 この論文を書くにあたり、このテーマを選択した理由について述べようと思う。一

つは、航空業界は自分にとっても身近なテーマであったからである。他の業界と比較

して、普段の生活に密着していることも多く、自分が研究して面白いだろうと感じた

ことである。中でもこのテーマを選んだのは、過去の卒論では触れられておらず、新

規性が高いと感じたためである。もう一つは、航空業界の動きが盛んであると感じた

ことである。本稿でも述べているが、LCC によるアライアンスができたことや、アラ

イアンスをまたいだ提携が多くなされている。しかし、それに対し、未だ多くの研究

がなされていないように感じたことがきっかけである。 

 本稿では、航空アライアンス、コードシェアにおける経済分析を行っている。大き

くテーマを２章立てとしているが、あまり議論が散らばらないようにすることを心掛

けた。 

 最後にはなるが、この論文によって航空業界に興味を抱き、分析する一助となった

ら幸いである。  
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序章 

 

 現在、世界の大きな航空会社のほとんどは３つのアライアンスのいずれかに属して

いる。実際、アライアンスに属することにより、多くのメリットが享受できている。

しかし、市場が独占化してしまうという懸念もあり、様々な観点から多くの研究がな

されている。そこで本論では以下の流れで航空アライアンスについて論じていく。 

 第１章では、航空アライアンスにおける現状分析を行っている。主に、航空アライ

アンスの定義、成り立ち、現在の状況、日本におけるコードシェアの状況などを紹介

する。 

 第２章では、航空アライアンスによる厚生への影響に関して分析を行っている。初

めに、先行研究を参考にし、理論分析を行っている。その後、北大西洋市場における

アライアンスの効果に関して研究した先行研究を紹介し、次節でその手法に則って日

本の航空会社がアライアンスに加入した際の影響に関して分析した。 

 第３章では、国内のコードシェアによる運賃、乗客数への影響に関して分析を行っ

ている。初めにアメリカ国内におけるコードシェアに関して研究した先行研究を紹介

し、次節にてその手法に則って日本国内におけるコードシェアの影響に関して分析を

行った。 

 第４章では、これまでの議論に関する包括的な結論を述べる。 
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第 1 章 現状分析 
 

1.1. 航空アライアンスとは 

 アライアンスとは、連合、同盟といった意味で、複数の企業がそれぞれ経済的なメ

リットを得るための企業間の提携のことである。「アライアンスを結ぶ」といったよう

に使われる。一口に連携といってもその形態は様々で、資本提携して持株会社になる

こともあれば、業務提携や OEM のような生産提携、物流・ 配送など、業務の一部を

共同で行うという例もあり、M&A やジョイントベンチャーなどがアライアンスと表

現される場合もある。 

 航空アライアンスとは、航空会社間の連合組織で、別名「航空連合」とも呼ばれて

いる。1990 年頃から、コードシェア便やマイレージサービスの共有化など航空会社同

士の業務提携が行われてきたが、航空業界での規制緩和や競争の激化により世界的な

規模でグループ化が進み、現在では大きな枠組みとして 3 つのアライアンスが結成さ

れている。 

 １つ目に、最も歴史が古いのが、1997 年 5 月に結成されたスターアライアンスで、

ルフトハンザ航空（ドイツ）、ユナイテッド航空（アメリカ）、エア・カナダ（カナダ）、

スカンジナビア航空（スウェーデン、ノルウェー、デンマーク）、タイ国際航空（タイ）

の 5 社によって設立された。現在は 28 の航空会社が加盟しており、世界約 190 か国

で、約 1300 か所の空港、4657 機の航空機を運用し、1 日あたり約 2 万 1000 便を飛

ばす世界最大のアライアンスである。 

 ２つ目に、1999 年 2 月にアメリカン航空（アメリカ）、ブリティッシュ・エアウェ

イズ（イギリス）、キャセイパシフィック航空（中国）、カンタス航空（オーストラリ

ア）、カナディアン航空（カナダ）の 5 社によってワンワールドが設立された。現在、

15 の航空会社が加盟し、世界約 150 か国で、992 か所の空港、3324 機の航空機が運

用されている。 

 ３つ目に、2000 年 6 月には、デルタ航空（アメリカ）、エールフランス（フランス）、

アエロメヒコ航空（メキシコ）、大韓航空（韓国）によってスカイチームが設立された。

現在、20 の航空会社が加盟し、世界約 187 か国で、1064 か所の空港、2,819 機の航

空機が運用されている。 

 また最近では、格安航空会社、いわゆる LCC にもアライアンスが存在する。2016

年 5 月に、スクート（シンガポール）やノックエア（タイ）などアジア地域 6 カ国、

8 社の LCC が加盟してバリューアライアンスが設立された。 
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 日本からは ANA（全日本空輸）が 1999 年にスターアライアンスに、JAL（日本航

空）が 2007 年にワンワールドに、バニラ・エアがバリューアライアンスに加盟した。 

 他には、アライアンスをまたいだ業務提携の動きも進んでいる。2016 年に ANA は

ベトナム航空（ベトナム）との間に資本と業務提携を結んでいる。ベトナム航空は ANA

とは異なるアライアンスのスカイチームに属していますが、コードシェア便の運航や

マイル加算を行っている。 

 また、中東のドバイに拠点を置くエミレーツ航空の「スカイワーズ」やアブダビに

拠点を置くエティハド航空の「エティハドエアウェイズパートナーズ」など、3 大ア

ライアンスに加盟せず、独自のアライアンスを持つ航空会社もある。 

 

1.2. 航空アライアンスの歴史 

 航空アライアンスの始まりは、1989 年に KLM オランダ航空（オランダ）とノース

ウェスト航空（アメリカ）が結成した、国際的な提携から始まったと言われている。 

 2 社間でコードシェア便による共同運航や設備の共有、ビジネスクラス「ワールド

ビジネスクラス」の統一、株式の持ち合いなど様々な提携を行い、成功を収めた。そ

の後、コンチネンタル航空（アメリカ）も加わり、アリタリア航空（イタリア）も参

加を表明し「ウイングス・アライアンス」の設立を目指すが、運航方針の違いでアリ

タリア航空が脱退しスカイチームへ加盟した事などもあり、2004 年には KLM オラン

ダ航空とノースウェスト航空、コンチネンタル航空もスカイチームに参加し、アライ

アンスは消滅することとなった。 

 また、1990 年代以降は規制緩和の流れでアメリカが提唱したオープンスカイ協定 

に基づいて、各航空会社間の取り決めが構築されることとなった。オープンスカイ協

定が締結されると、路線は自国内地点、中間地点、相手国内地点及び以遠地点のいず

れについても制限なく選択が可能であり、自由にルートを設定することができ、さら

に便数、参入企業(コードシェア)も基本的に制限は行わない。ただし、航空企業は通常

の手続きにより希望する空港の発着枠を確保することが必要であるなど、行政による

供給量の規制が殆ど無くなり航空会社の裁量による運航が可能となり利用者への利益

が還元される。こうした国際航空市場でのオープンスカイ協定締結の結果として，航

空会社によるアライアンスが誕生することとなった。 
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1.3. コードシェア便 

 コードシェア便とは、一つの定期航空便に複数の航空会社の便名を付与して運航さ

れる便を指しており、アライアンスを締結する目的の一つであるともいえる。別名、

共同運航便とも呼ばれる。共同という名目ではあるが、一部の例外を除いて運航面で

の協力は行われず、事実上は一つの便を複数の航空会社が発売している形態であるこ

とが多い。例えば、ANA の航空機で運航される便でありながらも、エア・カナダの便

としても航空券が販売されるといったことである。またコードシェア便が行われる主

な理由としては、座席の販売強化や運航効率を向上させることがあげられる。 

 コードシェア便は同一アライアンス間であることが多かったが、アライアンス加盟

前からコードシェア便を行っている場合などが存在しており、アライアンスをまたぐ

事例も多く存在している。 

 また、共同運航には、機材や乗務員についても運航会社を超えて共通化するケース

も存在し、このような形態をジョイント・オペレーションと呼ぶ。例えば、全日本空

輸とアシアナ航空は東京―ソウル間において相互のコードシェアを実施しているが、

語学力向上に努めるため、一方の客室乗務員をもう一方の運航便に乗せるなどしてい

た。 

 

1.4. 日本におけるコードシェア便 

 地方空港から大都市までの国際空港を結ぶ便を中心に、国内線でもコードシェア便

が運航されている。例えば、那覇空港から東京国際空港を結ぶ航路において、カター

ル航空の便名が付与されている。このことによって、国外の航空会社にとっては、自

国の空港から日本の地方空港まで、自社の便として販売することが可能となっている。 

 また、コードシェア便は国外の航空会社間だけでなく、国内の航空会社においても

行われている。この場合は、大手航空会社が新興航空会社または地方に拠点を置く地

域航空会社の便を自社便として販売していることが多い。日本国内線におけるコード

シェア便は、日本航空、ジェットスター・ジャパン、フジドリームエアラインズ、天

草エアラインと全日本空輸、AIRDO、ソラシドエア、スターフライヤー、アイベック

スエアラインズ、オリエンタルエアブリッジにて行われている。 

 また日本においてもアライアンスをまたぐコードシェア便が存在している。一つは、

日本航空とエールフランス、大韓航空、中国東方航空、中国南方航空、チャイナエア

ラインなどスカイチームに所属する航空会社と行っている。もう一つは、全日本空輸
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とガルーダ・インドネシア航空、ベトナム航空などこれらもスカイチームに所属して

いる航空会社と行っている。 

 

1.5. 航空アライアンスの特徴 

 航空アライアンスの特徴について述べていく。１つ目は、共同運航（コードシェア）

などの相互提携を結ぶことにより、世界中に路線を拡大し、幅広くネットワーク構築

をすることができる。コードシェアとは、2 つ（またはそれ以上）の航空会社がそれ

ぞれの便名を付けて、共同で路線運航をする形態をさしている。２つ目は、空港での

チェックイン、乗り継ぎ、ラウンジ利用、マイレージの提携サービスがある。アライ

アンスメンバーのチェックインカウンターを共同で利用できたり、アライアンスメン

バーシップのステータス（ゴールド、シルバーなど）により専用カウンターを利用で

きたり、自動チェックイン機を利用できたりする。 

 また、アライアンスメンバー便で乗り継ぎをして目的地へ向かう場合、目的地まで

のスルーチェックインが可能（一部除外あり）で、受託手荷物も目的地まで預かりや、

搭乗券も出発地で目的地までのすべての区間を受領することができる。出国審査後も、

アライアンスメンバーのラウンジも利用できたり、マイレージステータスにより、上

級会員専用ラウンジなども利用できる。さらに、アライアンスメンバー内で、マイル

の相互積算、特典の相互利用ができる。 

 また、路線のなかには、地方からの直行便などなかなか満席にならない便や、オン

シーズンには満席になっても、オフシーズンは満席にならないものもある。そうした

場合に、複数社で競合してしのぎを削るより、コードシェアにしてそれぞれのネット

ワークを活用して集客し、ひとつの飛行機の席を埋めて運航するほうが互いに効率が

よくなる。このように、航空会社からすると、とてもメリットが多いものであるとい

える。 

 さらには、航空業界には「カボタージュ」と呼ばれる規制があり、他国の国内線を

運航することができない。つまり、日系航空会社はロサンゼルス～ニューヨークのよ

うな他国の国内 2 地点を結ぶ運航ができない。しかし、コードシェア便に限っては、

相手国の航空会社（コードシェアのパートナー）の運航便で、入国地を経由した国内

1 区間の座席販売が可能である。例を挙げると、日系 A 社と米国 B 社のコードシェア

便で、米国 B 社はロサンゼルス～成田～関西（空港）という日本国内区間の販売がで

きる。ただし、米国 B 社は成田～関西のみの販売はできないのと、日系 A 社の運航が
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条件となる。これにより、米国 B 社は日本の主要都市や地方からの集客、ネットワー

ク構築による需要拡大を図りやすくなる。 
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第２章 アライアンスの効果に関する分析 

 この章では、航空会社同士がアライアンスを結んだ際に、厚生にどのような影響を

与えるか分析している。初めに、Park(1997)を用いて理論分析を行う。その後に、1990

年代前半に北大西洋市場におけるアライアンスによる効果を分析した Park and 

Zhang(2000)を紹介し、その後 Park and Zhang(2000)に則って日本の航空会社が海外

の航空会社とアライアンスを結んだ際に、厚生にどのような影響を与えるか分析して

いる。 

 

2.1. アライアンスの効果における理論分析 

2.1.1  先行研究-Park(1997)- 

 本稿では、航空会社による２つのタイプの提携（補完型提携および並行型提携）に

よる、企業の乗客数、利益、航空運賃、および経済的厚生への影響を検討している。

２つの提携は、乗客数と経済的厚生に異なる効果を有することが示されている。 補完

的提携は経済厚生を増加させる可能性が高く、並行的提携は減少させる。 また、それ

ぞれの提携が厚生を改善するための条件も発見している。  

 今、異なる国にある 3 つのゲートウェイ都市 A, B, H からなるネットワークを考え

る。このとき、AH, BH, AB の 3 つの起点と目的地による航路が存在することとなり、

ネットワークには 3 つの企業（またはキャリア）が存在することとなる。また、この

とき、企業 1 は、そのハブアンドスポークネットワークを使用して、3 つの航路（AH, 

BH, AB）すべての航路で運航できると想定する。企業 2 と 3 は、それぞれ AH と BH

の航路で運航できると想定する。例えば、旅行者が A 市を飛行し、企業１の飛行機で

B に到着したい場合は、ハブ空港 H で飛行機を乗り継ぐ必要がある。または、企業 2

と企業 3 が別々に提供する 2 つの航路を使用することができる。しかし、ここでは乗

客がオンライン接続すなわち前者による航路を好むと仮定する。 

 またここでは、単純化のため、A と H、B と H との間の距離は同一であると仮定す

る。さらに、AH および BH 航路に対する需要は対称的であると仮定する。市場𝑖𝑖にお

ける往復旅行(𝑖𝑖 =  AB, BH, AB)の逆需要関数を𝐷𝐷(𝑄𝑄𝑖𝑖)とする。ここで、𝑄𝑄𝑖𝑖は市場における

往復の乗客の数を表す。𝐶𝐶(𝑄𝑄)と表される費用関数は、ネットワークの各航路において

使用され、ルート上の𝑄𝑄乗客を運ぶ往復コストであると考える。このコスト関数は交

通密度の経済を反映しており、𝐶𝐶′(𝑄𝑄) > 0および𝐶𝐶′′(𝑄𝑄) < 0を満たす。また、3 つの企業

が同じ費用関数を持つ。 
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（１）提携前 

 ここで、ネットワーク内の各航路は寡占的である。そのため、各企業の提携前の利

潤は、以下のように書ける。 

 𝛱𝛱1𝑏𝑏 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 ) + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 ) + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )

− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), 
 

 
𝛱𝛱2𝑏𝑏 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 )− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 ),  

 
𝛱𝛱3𝑏𝑏 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 )− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 )  

ここで上付き文字𝑏𝑏が提携前を表す。ここで、需要関数と限界費用関数は以下のように

書ける。 

 
𝐷𝐷(𝑄𝑄) = 𝛼𝛼 − 𝑄𝑄,   𝛼𝛼 > 0 (2.1) 

 
𝐶𝐶′(𝑄𝑄) = 1 − 𝜃𝜃𝑄𝑄,   𝜃𝜃 > 0 (2.2) 

ここで、𝛼𝛼は需要の水準を表す。ここで、𝛼𝛼は需要水準であり、 𝜃𝜃は交通密度の増加の

程度を測定する。 

 次に、３つの企業がネットワークの各航路でクールノー・ゲームをするときに生ず

る均衡を考える。内点解を仮定し、（2.1）と（2.2）を仮定すると、1 階の条件は以下

のように書くことができる。  

 
𝛼𝛼 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 − 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), (2.3) 

 
𝛼𝛼 − 2𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 − 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴2 = 1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), (2.4) 

 
𝛼𝛼 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 = [1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )] + [1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )] (2.5) 

同様に、他の企業の提携前の一階の条件は、以下のように表すことができる。 

 
𝛼𝛼 − 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 1 − 𝜃𝜃𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 , (2.6) 

 
𝛼𝛼 − 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 − 2𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 = 1− 𝜃𝜃𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3  (2.7) 
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(2.3)~(2.7)の左辺は限界収入を表しており、その航路における乗客にサービスを提供

するための限界費用と等しくなるように設定されている各市場では、例えば、(2.3)を

参照し、𝐶𝐶′′�・� < 0を想定すると、 AH 市場では、𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴（ローカルトラフィック）また

は𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴（接続トラフィック）のいずれかが増加する。 

 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 ,𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 を解き、(2.3)~(2.7)を解くと、以下のように書ける。 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1𝑏𝑏 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1𝑏𝑏 =

(𝜃𝜃2 − 2𝜃𝜃 + 2)𝛼𝛼 − 2
2(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)

, (2.8) 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1𝑏𝑏 =

(1− 𝜃𝜃)[(3 + 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 6]
2(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)

, (2.9) 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 =

(2 − 5𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 2(1− 3𝜃𝜃)
2(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)

 (2.10) 

各企業の利潤最大化問題の 2 階の条件は𝜃𝜃 < 2/3に減少することが分かる。0 < 𝜃𝜃 < 2 5⁄

のとき、6/(𝜃𝜃 + 3) < 𝛼𝛼 < 6(1− 𝜃𝜃)/𝜃𝜃(5− 4𝜃𝜃)となり、2/5 < 𝜃𝜃 < 2/3のとき、適切な𝛼𝛼は存

在しない。 

 

（２）補完型提携 

 次に、補完型提携の場合について考える。ここでは、企業２と 3 が補完型提携を結

ぶ状況を考える。両社は、都市 A と B の間を移動する乗客のための接続サービスを共

同で提供し、提携前と同様にサービスを提供し続けている。接続サービスの質を向上

させるために、到着ゲート付近のフライトを接続するための出発ゲートを見つけ、空

港 H での荷物の移動やその他の同様の活動を調整すると仮定する。このとき、企業 2

と企業 3 は、企業 1 のサービスと同じくらい高いと考えることができる。また、接続

サービスから生じる収益と費用を均等に分担することに同意する。補完型提携におけ

る利潤は、以下のように表すことができる。 

 𝛱𝛱1𝑐𝑐 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 ) + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 )

− 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3)− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )

− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), 

 

 𝛱𝛱(2+3)𝑐𝑐 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 ) + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 )

− 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3)− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3)

− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3) 

 



10 
 

このとき、上付き添え字𝑐𝑐は補完型提携後であることを表す。 

 (2.1), (2.2)を仮定すると、企業 1 の一階の条件(2.3), (2.4)は提携前と同じであり、

(2.5)は(2.11)になり、企業２と企業３の一階の条件は(2.12)~(2.14)で表すことができ

る。 

 
𝛼𝛼 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 − 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3 = 2 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), (2.11) 

 
𝛼𝛼 − 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3), (2.12) 

 
𝛼𝛼 − 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 − 2𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 = 1− 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3), (2.13) 

 
𝛼𝛼 − 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3 = 2 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 + 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3) (2.14) 

このとき、𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 , 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 を解き、式(2.3), (2.4), (2.11)～(2.14)を解くと、以下

のように書ける。 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴2 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 =

(3− 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 3
9(1− 𝜃𝜃)

, (2.15) 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵2+3 =

(3− 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 6
9(1 − 𝜃𝜃)

 (2.16) 

各企業の利潤最大化の 2 階の条件は𝜃𝜃 < 2/3に減少することが分かる。0 < 𝜃𝜃 < 2/5のと

き、6/(𝜃𝜃 + 3) < 𝛼𝛼 < 3/2𝜃𝜃となり、2/5 < 𝜃𝜃 < 2/3のとき、適切な𝛼𝛼は存在しない。 

 

（３）平行型提携 

 次に、平行型提携の場合を考える。ここでは、企業 1 と企業 2 が、以前はネットワ

ークの航路 AH の競合企業であったという意味で並行型提携を行っているが、今はそ

れらの航路のパートナーであるという別の状況を考えてみる。両社は、都市 A と H、

都市 A と B の間を移動する乗客のために航路 AH にローカルサービスを統合し、企業

3 は以前と同じように他の航路（BH）を提供すると考える。さらに、パートナーは、

航路 AH におけるサービスから生じる収益と費用を均等に分担することに同意したも

のとみなす。このとき、企業１と２、企業３の利潤は以下のように書くことができる。 
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 𝛱𝛱(1+2)𝑝𝑝 = 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1+2𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1+2) + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 ) + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )

− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1+2 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 )− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ), 
 

 
𝛱𝛱3𝑝𝑝 = 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 𝐷𝐷(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴1 + 𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 )− 𝐶𝐶(𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴3 )  

(2.4), (2.5), (2.7)を解くと、(2.3)は以下のように書ける。 

 
𝛼𝛼 − 2𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1+2 = 1 − 𝜃𝜃(𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴1+2 + 𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵1 ) (2.17) 

(2.4), (2.5), (2.7)を解くと、(2.17)は以下の式を導くことができる。 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴

(1+2)𝑝𝑝 =
(𝜃𝜃3 − 5𝜃𝜃2 + 11𝜃𝜃 − 6)𝛼𝛼 + 𝜃𝜃2 − 8𝜃𝜃 + 6

6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12
, (2.18) 

 
𝑄𝑄𝐵𝐵𝐴𝐴
1𝑝𝑝 =

(𝜃𝜃3 − 5𝜃𝜃2 + 6𝜃𝜃 − 4)𝛼𝛼 + 𝜃𝜃2 − 2𝜃𝜃 + 4
6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12

, (2.19) 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵
1𝑝𝑝 =

(1− 𝜃𝜃)[(𝜃𝜃2 − 6)𝛼𝛼 − 5𝜃𝜃 + 12]
6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12

, (2.20) 

 
𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵
3𝑝𝑝 =

(2− 𝜃𝜃)[(5𝜃𝜃 − 2)𝛼𝛼 − 6𝜃𝜃 + 2]
6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12

 (2.21) 

各企業の利潤最大化の 2 階の条件は𝜃𝜃 < 2/3に減少することが分かる。0 < 𝜃𝜃 < 2/5のと

き、6/(𝜃𝜃 + 3) < 𝛼𝛼 < (2𝜃𝜃2 − 16𝜃𝜃 + 12)/(𝜃𝜃(4𝜃𝜃2 − 17𝜃𝜃 + 12))となり、2/5 < 𝜃𝜃 < 2/3のとき、

適切な𝛼𝛼は存在しない。 

 

（４）補完型提携における厚生への影響 

 (2.1), (2.8), (2.10), (2.15)を用いて、提携による航路 AH の航空運賃の変化を計算

することができる。 

 
𝛥𝛥𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐 (= 𝛥𝛥𝑃𝑃𝐵𝐵𝐴𝐴𝑐𝑐 ) ≡ 𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐 − 𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑏𝑏 = −

𝜃𝜃(1− 3𝜃𝜃)[(3 + 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 6]
18(1− 𝜃𝜃)(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3) < 0  

このとき、Δ𝑄𝑄𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐 > 0,   Δ𝐶𝐶𝑆𝑆𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐 > 0となる。 

 (2.1), (2.9), (2.16)を用いて、航路 AB における航空運賃の変化を計算することがで

きる。 



12 
 

 
𝛥𝛥𝑃𝑃𝐴𝐴𝐵𝐵𝑐𝑐 ≡ 𝑃𝑃𝐴𝐴𝐵𝐵𝑐𝑐 − 𝑃𝑃𝐴𝐴𝐵𝐵𝑏𝑏 = −

(3 − 𝜃𝜃)(1− 3𝜃𝜃)[(3 + 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 6]
18(1− 𝜃𝜃)(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3) < 0 (2.22) 

このとき、Δ𝑄𝑄𝐴𝐴𝐵𝐵𝑐𝑐 > 0,   Δ𝐶𝐶𝑆𝑆𝐴𝐴𝐵𝐵𝑐𝑐 > 0となる。 

 こ こ で 、 補 完 型 提 携 が 社 会 的 に 望 ま し い か ど う か 確 認 す る た め に 、 (2.1), 

(2.8)~(2.10), (2.15), (2.16)を用いて、厚生全体の変化を計算することができる。 

 
𝛥𝛥𝑊𝑊𝑐𝑐 =

[(3 + 𝜃𝜃)𝛼𝛼 − 6](𝐸𝐸𝛼𝛼 + 𝐹𝐹)
216(1− 𝜃𝜃)2(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)2  

 
𝐸𝐸 = 45𝜃𝜃5 − 219𝜃𝜃4 + 26𝜃𝜃3 + 434𝜃𝜃2 − 315𝜃𝜃 + 45,  

 
𝐹𝐹 = −54𝜃𝜃4 + 684𝜃𝜃3 − 1248𝜃𝜃2 + 684𝜃𝜃 − 90  

 

表 2-1 補完型提携における厚生への効果 

θ low α high α low dSW high dSW 

0.05 1.967 23.750 0.000 31.930 

0.10 1.935 11.739 0.000 5.634 

0.15 1.905 7.727 0.000 1.291 

0.20 1.875 5.714 0.000 -0.064 

0.25 1.846 4.500 0.000 -0.624 

0.30 1.818 3.684 0.000 -0.897 

0.35 1.791 3.095 0.000 -0.961 

0.39 1.770 2.728 0.000 -0.974 

出所：Park(1997) 

 

 表 2-1 において、列２と列３は、𝛼𝛼の下限と上限を示しており、提携の前後において

正の数量と限界収益（費用）を有することを保証している。列９と列１０は、補完型

提携の前後関係の下での社会的余剰の変化を示している。 

 このことから、補完型提携は、市場の規模が十分に小さく、交通密度の経済が十分

に高い場合、社会を悪化させる可能性がある。 
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（５）平行型提携の厚生への影響 

 次に、平行的提携の場合を考える。(2.1), (2.8), (2.10), (2.19), (2.21)を用いること

によって、平行型提携における航路 BH の価格の変化を計算することができる。 

 
𝛥𝛥𝑃𝑃𝐵𝐵𝐴𝐴

𝑝𝑝 ≡ 𝑃𝑃𝐵𝐵𝐴𝐴
𝑝𝑝 − 𝑃𝑃𝐵𝐵𝐴𝐴𝑏𝑏 =

𝜃𝜃2(1− 𝜃𝜃)[(2− 5𝜃𝜃)𝛼𝛼 + 6𝜃𝜃 − 2]
2(6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12)(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)

  

このとき、Δ𝑄𝑄𝐵𝐵𝐵𝐵
𝑝𝑝 > 0,   Δ𝐶𝐶𝑆𝑆𝐵𝐵𝐴𝐴

𝑝𝑝 > 0となる。 

 次に、平行的な提携が経済的厚生に及ぼす影響を、社会的に望ましいかどうかを見

るために、提携の前後の厚生を比較することによって検討する。  ここで、(2.1), 

(2.8)~(2.10), (2.18)~(2.21)を用いて、厚生の変化は以下の式で書ける。 

 
𝛥𝛥𝑊𝑊𝑝𝑝 =

[(5𝜃𝜃 − 2)𝛼𝛼 + 2 − 6𝜃𝜃](𝑃𝑃𝛼𝛼 + 𝑄𝑄)
8(6𝜃𝜃3 − 27𝜃𝜃2 + 34𝜃𝜃 − 12)2(3𝜃𝜃2 − 7𝜃𝜃 + 3)2  

 𝑃𝑃 = 144𝜃𝜃8 − 1833𝜃𝜃7 + 9508𝜃𝜃6 − 25784𝜃𝜃5 − 39514𝜃𝜃4

− 34807𝜃𝜃3 + 17074𝜃𝜃2 − 4164𝜃𝜃 + 360 
 

 𝑄𝑄 = −216𝜃𝜃8 + 2682𝜃𝜃7 − 13590𝜃𝜃6 + 36064𝜃𝜃5

− 54088𝜃𝜃4 + 46446𝜃𝜃3 − 21946𝜃𝜃2

+ 4992𝜃𝜃 − 360 

 

 

表 2-2 平行型提携における厚生への効果 

θ low α high α low dSW high dSW 

0.05 1.967 20.081 0.000 -20.174 

0.10 1.935 10.077 0.000 -3.215 

0.15 1.905 6.740 0.000 -0.656 

0.20 1.875 5.068 0.000 0.038 

0.25 1.846 4.063 0.000 0.262 

0.30 1.818 3.388 0.000 0.325 

0.35 1.791 2.903 0.000 0.321 

0.39 1.770 2.601 0.000 0.289 

出所：Park(1997) 

 

 表 2-2 によると、列９と列１０から𝜃𝜃が十分に低い場合は平行型提携によって厚生
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は減少し、𝜃𝜃は十分に高く、尚且つ市場規模は小さいとき、厚生は上昇するといった結

果を示している。 

 このように、本稿では、単純な航空輸送ネットワークに基づいて、乗客数、運賃、

厚生への 2 つの提携の効果を分析する。第一に、提携の外部性のパターンが、2 つの

提携の各タイプごとに識別される。特定の市場における提携による競争は、他の市場

における提携パートナー（非同盟企業）にとってプラスの（マイナスの）外部性を課

している。第二に、我々は、提携企業の乗客数の増加は、主に他の航空会社の犠牲に

なることを示している。提携のパートナーの利益はアライアンスの導入後に増加し、

同時に他社の利益は減少する。第 3 に、航空運賃や消費者余剰への影響は、各提携の

種類によって異なる。補完型提携によって、航空運賃が減少し、したがって、これら

の市場の消費者は同盟のおかげでより良くなる。一方、平行型提携が発生する市場で

は航空運賃が上昇し、他の市場では航空運賃が低下する。後者の市場では消費者の方

が良いが、前者の市場における消費者余剰の損失は、後者の市場における消費者余剰

の増加以上のものである。 

 最後に、提携が経済厚生を改善する条件を見出す。補完型（平行型）提携の場合、

市場の規模が十分大きい場合には経済厚生が増加（減少）するが、市場規模が十分で

はなく、交通密度の経済が高い場合には減少（増加）する。 0 を固定値とすると、市

場需要の規模が大きくなるにつれて、経済厚生が大きくなる（小さい）。 

 これらの調査結果には、いくつかの重要な政策的意味合いがある。まず、厚生の観

点から提携を評価する際に、交通密度の経済の程度と市場需要の大きさを考慮する必

要がある。第二に、政府は、並行型提携パートナーに独占禁止の免除を受けることを

許可することに非常に注意を払うべきである。競争は、独占禁止法の免除の保護と業

務を統合することができれば、減少する可能性がある。結果として、平行型提携は消

費者余剰を減少させ、社会的余剰を減少させる可能性がより高い。しかし、一定の条

件下では、より相補型提携を可能にすることは、より競争的な環境を作り出し、経済

厚生を向上させる可能性がある。 

 

2.2. アライアンスの効果における実証分析 

 この章では、アライアンスを結んだ際の厚生への影響に関して実証分析する。先行

研 究 と し て は 、 北 大 西 洋 航 空 市 場 に お け る British Airways/USair, 

Delta/Sebena/Swissair, KLM/Northwest, Lufthansa/United Airlines の 4 つの主要ア

ライアンスの航空運賃、乗客数量、消費者余剰に及ぼす影響を実証的に調べた Park 
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and Zhang(2000)を用いる。この手法に則って、日本におけるアライアンスの効果を

分析する。 

 

2.2.1  先行研究：Park and Zhang(2000) 

 航空会社が同種のサービスを提供する市場を考える。ここで、企業𝑖𝑖は市場で生産量

𝑄𝑄𝑖𝑖を生産すると仮定し、𝑄𝑄𝑖𝑖の合計を𝑄𝑄とする。また、航空会社間の提携が市場において、

外生的に需要を引き起こすと仮定する。このとき、市場の需要関数は以下の式で書く

ことができる。 

 
𝑄𝑄 = 𝑄𝑄(𝑃𝑃,  𝐴𝐴,  𝑋𝑋) (2.23) 

 𝑃𝑃は市場価格、𝐴𝐴は提携によるベクトル、𝑋𝑋は影響を及ぼす他の外生変数のベクトル

である。 

 ここで、提携は相対する航空会社の費用に影響を与えると仮定する。航空会社𝑖𝑖の総

コストを𝐶𝐶𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖 ,  𝐵𝐵,  𝑌𝑌)で表す。𝐵𝐵は提携によるベクトルであり、𝑌𝑌は費用をシフトさせる

他の変数である。企業𝑖𝑖の利潤は業𝛱𝛱𝑖𝑖 = 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑃𝑃(𝑄𝑄,  ∙) − 𝐶𝐶𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖,  𝐵𝐵,  𝑌𝑌)と書くことができる。こ

こで、𝑃𝑃(𝑄𝑄𝑖𝑖,  ∙)は逆需要関数である。 𝑄𝑄𝑖𝑖を選択変数と見なすとクールノー・ナッシュ均

衡は以下の 1 階の条件で表される。 

 
𝑃𝑃 = 𝑀𝑀𝐶𝐶𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖 ,  𝐵𝐵,  𝑌𝑌) ∙ �1 + �

1
𝜂𝜂
�𝑀𝑀𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖)�

−1

 (2.24) 

 𝑀𝑀𝐶𝐶𝑖𝑖は限界費用、𝜂𝜂 ≡ (𝜕𝜕𝑄𝑄 𝜕𝜕𝑃𝑃⁄ )(𝑃𝑃 𝑄𝑄⁄ )は市場需要の価格弾力性、𝑀𝑀𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖) ≡ 𝑄𝑄𝑖𝑖/𝑄𝑄は𝑖𝑖の市

場シェアである。(2.24)は、市場にサービスを提供する各キャリアに対して保持され

る。これは、市場価格がサービス提供者の限界費用とそのマークアップ率の積で表さ

れ、マークアップ率は市場のシェアと正の相関があることを示している。 

 これらの方程式は、(2.23)と(2.24)が提携関係、航空運賃と旅客量の両方に影響を及

ぼすと考えられるので、市場の生産量と消費者余剰を推定するうえで、両方程式を需

要と価格方程式の式として推定する。 

 ここで、4 つの主要なアライアンスが個々の北大西洋市場の需要に影響を与えると

仮定すると、需要方程式を次のように書ける。 

 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑄𝑄 = 𝛼𝛼0 + 𝛼𝛼1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃 + 𝛼𝛼2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃 + 𝛼𝛼3𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶 + 𝛼𝛼4𝐵𝐵𝐴𝐴𝐵𝐵𝑆𝑆 + 𝛼𝛼5𝐷𝐷𝐷𝐷𝑙𝑙𝐷𝐷

+ 𝛼𝛼6𝐾𝐾𝐷𝐷𝑙𝑙𝑊𝑊 + 𝛼𝛼7𝐷𝐷𝐿𝐿𝐵𝐵𝐴𝐴 
(2.25) 

 𝑄𝑄は所与の市場における総年間交通量、𝑃𝑃は経路上の加重平均運賃、BAUS、DLNR、
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KLNW および LHUA はそれぞれ 4 つの同盟のそれぞれについてのダミー変数である。 

ここで、BAUS などの経路ダミーは、BA と USAir が提携期間中にコードシェアリン

グを行っていた経路上のすべての運送業者に対してなされたと仮定し、それ以外の場

合は０とする。さらに経路ダミーに加えて、2 つの変数が都市対市場における旅行の

需要を測定する。一つは、出発する都市の人口と到着する都市の人口を乗じたものと

して定義される𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃であり、この変数は市場規模の尺度である。第 2 の需要変数は𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶

であり、これは出発する都市の一人当たりの所得に、到着する都市の一人当たりの所

得を乗じたものである。 

 ここで、関数の形を一致させるために、(2.23)の対数を取ると、以下の式で書くこ

とができる。 

 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃 =  𝑙𝑙𝑙𝑙𝑀𝑀𝐶𝐶𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖 ,𝐵𝐵,𝑌𝑌)− 𝑙𝑙𝑙𝑙 [1 +

1 
𝛼𝛼1
𝑀𝑀𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖)] (2.26) 

 さらに限界費用関数を以下のように書ける。 

 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑀𝑀𝐶𝐶𝑖𝑖 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑄𝑄𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙 + 𝛽𝛽4𝑙𝑙𝑙𝑙𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽5𝐵𝐵𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷 + 𝛽𝛽6𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷 + 𝛽𝛽7𝐾𝐾𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷 + 𝛽𝛽8𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷 
(2.27) 

 𝑄𝑄𝑖𝑖は経路上の年間交通量、𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖は企業𝑖𝑖の全体の収入、𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙は経路の距離、𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸𝑖𝑖は経

路上で使用されている航空機の平均サイズ、𝐵𝐵𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,𝐾𝐾𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷は、各提携のパー

トナー航空会社の提携後のダミー変数である。 

 ここで、(2.26)の右辺の第 2 項は、企業𝑖𝑖のマークアップ率である。このマークアッ

プ率の項を除外し、（2.25）および（2.26）を推定すると一貫性のない推定が行われる

ため、このマークアップ率は、需要と供給の両方の方程式が同時に推定される場合に

適切に処理されなければならない。そのためには、方程式のシステムに以下の 2 つの

制限を課す。(1)[1 + (1/𝛼𝛼)𝑀𝑀𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑄𝑄𝑖𝑖)]−1は 1 以上と推定されるべきである。(2)𝛼𝛼1は両方

の方程式において同じ負の値として推定されるべきである。ここで、問題は価格方程

式における係数𝛼𝛼1を正しく推定する方法である。係数はマークアップに埋め込まれて

いるので、非線形推定法を用いる必要がある。しかし、この方法では信頼性の高い推

定値が得られない。そのため、ゼロと置き換えられることがある。これは、本稿では

無関係な数字となる。この問題を避けるために、𝑥𝑥 = 1のとき、ln (1 + 𝑥𝑥)のテイラーの

一次展開を使用する。 

 このとき、(2.25)および(2.26)は誤差項を持つと仮定すると、次のように表すことが

できる。 
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𝑙𝑙𝑙𝑙𝑄𝑄𝑗𝑗𝑗𝑗 =  𝐷𝐷�𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗,  𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃𝑗𝑗𝑗𝑗,  𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶𝑗𝑗𝑗𝑗,  𝐵𝐵𝐴𝐴𝐵𝐵𝑆𝑆,  𝐷𝐷𝐷𝐷𝑙𝑙𝐷𝐷,  𝐾𝐾𝐷𝐷𝑙𝑙𝑊𝑊,  𝐷𝐷𝐿𝐿𝐵𝐵𝐴𝐴;  𝛼𝛼�

+ 𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗, 

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = 

 𝑃𝑃�𝑄𝑄𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗, 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖𝑗𝑗,𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙𝑗𝑗𝑗𝑗, 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 ,  𝐵𝐵𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐾𝐾𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,𝑀𝑀𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗;  𝛽𝛽�

+ 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 

(2.28) 

 ここで、α と β は推定すべきパラメータであり、添え字𝑖𝑖, 𝑗𝑗, 𝑡𝑡はそれぞれ搬送波、経

路、年のインデックスを表す。需要方程式の誤差項は 3 つの要素に分解され、価格方

程式の誤差項は 4 つの要素に分解される。このとき、𝜀𝜀𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝛿𝛿𝑗𝑗 + 𝜁𝜁𝑗𝑗 + 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗、𝑢𝑢𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝜎𝜎𝑗𝑗 +

𝜉𝜉𝑗𝑗 +  𝑒𝑒𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗と書ける。ここで、（3）と（4）を以下のように変形することができる。 

 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 =  𝑃𝑃�𝑄𝑄𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗,  ·,  𝐵𝐵𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐾𝐾𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷;  𝛽𝛽� + 𝛴𝛴𝑓𝑓1𝐹𝐹1
+ 𝛴𝛴𝐷𝐷𝑗𝑗𝐷𝐷𝑙𝑙𝑗𝑗 + 𝛴𝛴𝑌𝑌𝑗𝑗𝑌𝑌𝐷𝐷𝑗𝑗 + 𝑒𝑒𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗, 

(2.29) 

 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑄𝑄𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = 𝐷𝐷�𝑃𝑃𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗,  ·,  𝐵𝐵𝐴𝐴𝐷𝐷𝑙𝑙,  𝐷𝐷𝑃𝑃𝐴𝐴𝐷𝐷,  𝐾𝐾𝐷𝐷𝑙𝑙𝑊𝑊,  𝐷𝐷𝐿𝐿𝐵𝐵𝐴𝐴;𝛼𝛼�+ 𝛴𝛴𝐷𝐷𝑗𝑗𝐷𝐷𝑙𝑙𝑗𝑗
+ 𝛴𝛴𝑌𝑌𝑗𝑗𝑌𝑌𝐷𝐷𝑗𝑗 + 𝑤𝑤𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 

(2.30) 

 𝐹𝐹𝑖𝑖は𝑖𝑖の企業特定ダミー、𝐷𝐷𝑙𝑙𝑗𝑗はルート𝑗𝑗の経路特定ダミー、𝑌𝑌𝐷𝐷𝑗𝑗は年𝑡𝑡の年度特定ダミ

ーである。 

 本稿は、北大西洋同盟のルートを特定するために、19 の北米と 12 のヨーロッパの

ゲートウェイ都市を選択している。これらの都市を組み合わせたルートのうち、北米

と欧州の航空会社間の提携は 21 のルートで形成された。データがないため、2 つのル

ート（アトランターチューリッヒとシンシナティーチューリッヒ）は除外した。他の

２つのルート（トロントーパリとモントリオールーパリ）は、観測件数は大手の影響

を区別するのに不十分であったため除外した。北大西洋市場における主要な提携は、

1990 年代初めに形成されたため、17 の同盟ルートの年間データは、1990 年から 1994

年の期間に収集し、前と後の結果を比較した。データに用いられた全てのキャリアは、

これらの 17 のルート上で動作していた。運送業者の年間運航頻度が 50 未満である、

キャリアの市場シェアが 10％未満での観測結果は除外した。 

 (2.29)と(2.30)からなるモデルは、３段階最小二乗法を使用して推定した。  

 

表 2-3 推定結果 
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変数 推定値 T 値 

需要方程式 

Constant 21.170 0.93 

ln𝑃𝑃 -1.074 -6.50∗∗∗ 

ln𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃 1.433 1.90∗ 

ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶 -0.036 -0.06 

BAUS 0.126 2.04∗∗ 

DLNR -0.250 -3.39∗∗ 

KLNW 0.354 5.16∗∗∗ 

LHUA 0.132 1.84∗ 

YR91 -0.033 -0.81 

YR92 0.033 0.03 

YR93 -0.115 -0.81 

YR94 -0.084 -0.40 

R2  0.99 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Park and Zhang(2000) 

 

 需要方程式は対数線形として規定されているので、ln𝑃𝑃の係数は、ゲートウェイルー

トに対する総需要の平均価格弾力性である。価格弾力性は-1.074 と推定され、統計的

に有意であり、平均して運賃が 1％増加すると、経路上の需要が 1.074％減少すること

が分かる。またこのとき、人口弾力性は 1.433 と推定されている。このとき、ほとん

どの経路ダミー係数は統計的に有意であると推定されており、これらのダミー変数を

モデルに組み込むことによって、経路全体の観察されない変動が制御される。 

 BAUS の係数は 0.126 と見積もられ、5％の水準で有意である。これは、北大西洋横

断ルートの総需要関数が、アライアンス後の期間に BA の国内輸送を供給した USAir

が、提携前の需要水準より約 13％上昇したことを意味する。この推定結果は、BA と

USAir の間の交通を結ぶことが 1994-1995 年に倍増し、平均して毎日約 375 人の乗客

に達するという BA の主張と一致している 1。USAir は国内線を米国の都市とロンド

                                                      
1 British Airways (1995), 「Fact book」 
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ンの間の BA の飛行場に供給したので、BA は北大西洋横断ルートで高い交通密度を

利用することができた。 

 DLNR の係数は-0.250 と推定されており、提携ルートに対する提携後の需要は、提

携前の需要から約 25％減少したことを意味する。その理由は以下のようなことから説

明することができる。第 1 に、最近まで、各パートナーは、米国とベルギー（または

スイス）のゲートウェイの間でパートナーの北大西洋横断ルートに国内線または国際

線の航路を供給していなかったことである。 第２に、1 つのキャリアがルート上で滑

走を停止し、そのルート上のパートナーのフライトで 1 つの座席を購入するような方

法であったが、SR は毎日フライトを継続していたことである。例えば、DL と SR は、

1992 年 7 月にニューヨーク・チューリッヒ・ルート（事前提携）で直行便を提供して

いたが、1993 年 7 月には、SR だけは市場で毎日フライトを継続した。 

 KLNW と LHUA の係数はそれぞれ 0.354 と 0.132 と見積もられ、総需要はそれぞ

れの提携ルートで約 35％と約 13％増加した。これらの提携パートナーは既存のネッ

トワークを結びつけ、各パートナーはパートナーのハブ空港を介してさらに遠くに到

達することができました。さらに、提携の前と同じ数のフライトを供給した。ネット

ワークの連携の成功とつながりの向上によって、パートナーが互いに対してより多く

の交通量を供給することを可能にし、その結果としてパートナーの航空会社への旅行

の需要が増加し、ルート上の総需要が増加することとなった。 

 

表 2-4 推定結果 

変数 推定値  T 値 

価格方程式  

Constant 98.083 2.75∗∗∗ 

ln𝑄𝑄𝑖𝑖 0.299 0.95 

ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃 0.009 0.86 

ln𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙 -10.421 -2.49∗∗∗ 

ln𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸 -0.558 -1.82∗ 

BPAR -0.117 -1.33 

DPAR -0.189 -2.09∗ 

KPAR -0.218 -1.94∗ 

LPAR 0.092 1.40 
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BA -0.234 -1.78∗ 

CO 0.381 1.43 

DL 0.060 1.63 

KL 0.147 2.37∗∗∗ 

LH 0.146 2.14∗∗∗ 

NW -0.272 -2.08∗∗∗ 

PA 0.157 1.84∗ 

SN 0.170 2.67∗∗∗ 

SR -0.006 0.08 

TW 0.226 3.47∗∗∗ 

UA 0.026 0.74 

VS 0.154 1.56 

YR91 0.121 3.38∗∗∗ 

YR92 0.031 1.04 

YR93 -0.066 -2.05∗∗ 

YR94 -0.047 -0.97 

R2  0.98 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Park and Zhang(2000) 

 

 （2.4）に示すように、経路上の航空会社のマークアップ率は、ルート上の価格弾力

性と市場シェアの推定結果に基づいて求めることができる。平均での市場シェアを評

価すると、平均マークアップ率は 1.41 と推定された。これは、北大西洋の航空会社が

限界費用を 41％上回るマークアップになったことを示している。 

 また、提携変数を見ると、DPAR の推定係数は-0.189 であり、5％の水準で有意で

ある。これは、提携先が同盟期間中に運賃を約 19％引き下げたことを意味する。運賃

が減少した原因を理解するために、DS / SN / SR アライアンスの観測ごとに分析を行

う。まず、価格方程式の推定結果を用いて、アライアンスが存在するときと存在しな

いときの運賃と限界費用とマークアップ率に分解する。次に、提携による運賃、限界

費用、およびマークアップ率の変化を計算する。この分析の結果、アライアンスによ

って限界費用は 46％減少し、マークアップ率は提携後に 51％増加したことがわかっ



21 
 

た。マークアップ期間に登場する合意的な価格設定の動きは、提携後のパートナーキ

ャリアの市場シェアの増加によって明らかになっており、市場占有率が 21％増加した

ことがわかった。限界費用の減少がマークアップ率の増加を握っているため、運賃は

同盟期間中に約 19％減少すると推定されている。 

 DL / SN / SR のパートナーが既存の提携ルートの組み合わせのコストを削減する

１つの方法は、航空機や乗組員を一つの提携ルートだけでなく、別のルートにも供給

することである。たとえば、1992 年 7 月、DL と SN の両方がニューヨーク・ブリュ

ッセルルートでノンストップ便を提供していたが、どちらもアトランタ・ブリュッセ

ルルートでノンストップ便を提供していなかった。提携後、DL はニューヨーク・ブ

リュッセルルートでノンストップ便を停止したが、引き続き SN のブロックを使用し

てこのルートにサービスを提供した。さらに、DL はアトランタ・ブリュッセルルー

トに新しいノンストップ便を新たに提供することができ、SN は DL の座席ブロック

を使用して新しく毎日ノンストップ便を提供することができる。 

 KPAR の係数は-0.218 と見積もられ、10％の水準で有意であり、パートナーは運賃

を約 22％減少させた。 DL / SN / SR の場合と同様に、限界費用とマークアップ率を

さらに調べると、マークアップ率が上昇した（市場シェアの 23％が増加したことに関

連して）ことに関連して、限界費用が減少したことが明らかになった。これは、提携

の後、限界費用の減少がマークアップ率の増加を握っている場合である。1996 年まで、

この提携は、米国の独占禁止法免除措置を受けた唯一の提携であったため、パートナ

ーは、既存のネットワークとコードシェアの連携により、より高い交通の密度を利用

することもできる。これを確認するために、提携のルート上の提携前後の負荷要因を

比較する。提携企業は、提携後、パートナーの合計負荷率を 71％から 76％に大幅に

引き上げたことがわかった。 

 BPAR と LPAR の推定係数は統計的に有意ではない。BA / USAir の提携は米国内

での USAir の議決権に関する BA による一方的な提携である。BPAR の推定結果の主

なものは、パートナーが北大西洋横断ルートにおいてすべてが統合していないためか

もしれない。 LPAR の推定結果の主なものは、この提携が最近形成されたという事実

に関連している可能性がある。LH / UA 提携は KLM / NW 提携と類似しているが、

LH / UA 提携の観測数は構造変化の価格効果を調べるには不十分である可能性があ

る。 

 KLM / NW 提携は総需要関数を上方にシフトさせ、価格は下方に減少するため、提

携後に乗客数は増加する。一方、運賃は、価格方程式の傾きに応じて増減する場合が
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ある。価格方程式の推定結果が正であるが、かなり平坦であると仮定すると、運賃は

低下する可能性が高い。 BA / USAir と LH / UA の提携に関しては、これらの提携が

総需要関数をシフトさせるため、平均運賃が上昇する可能性がある。 DL / SN / SR

同盟による均衡乗客量の増減は、総需要と価格方程式を同時に下方にシフトさせるた

め、不明である。 

 ここで、4 つの提携による均衡時の航空運賃と乗客数量の変化を測定するために、

我々は提携後の均衡（Q1,𝑃𝑃1）を提携前の均衡（Q0,𝑃𝑃0）と比較する必要がある。 

 ΔQ ≡ Q1 − Q0 = [exp(A1)− exp(A0)] exp(α0 + Ac) P𝛼𝛼1 

ΔP ≡ P1 − P0 = [exp(B1)− exp(B0)]exp(α0 + Bc)P𝛼𝛼1 
 

A1,𝐵𝐵1は総需要量と価格方程式における提携に関連する変数が単位である項であり、

A0,𝐵𝐵0は、2 つの方程式に関連する変数が 0 である項である。 

 
Ac ≡ α2 ln𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃 + α3 ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶 + �𝐷𝐷𝑗𝑗𝐷𝐷𝑙𝑙𝑗𝑗 + �𝑌𝑌𝑗𝑗𝑌𝑌𝐷𝐷𝑗𝑗 

Bc ≡ β2 ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃 + β3 ln𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙 + β4 ln𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸 + �𝑓𝑓𝑖𝑖𝐹𝐹𝑖𝑖 + �𝑟𝑟𝑗𝑗𝐷𝐷𝑙𝑙𝑗𝑗

+ �𝑦𝑦𝑗𝑗𝑌𝑌𝐷𝐷𝑗𝑗 

 

 KLM と NW の提携はルートの乗客数の増加と航空運賃の引き下げが予想されるた

め、これらの市場の消費者は提携のおかげでより良くなる。同様に、BA / USAir と LH 

/ UA の提携が行われた市場では、消費者にとってより良いと予想される。 

 しかし、DL / SN / SR の提携により、提携がないときの状況に比べて消費者の方が

良いかどうかは不明である。ここで消費者余剰を、提携があるときの均衡（CS1）と提

携がないときの均衡（CS1）の間の消費者余剰の差として（ΔCS）を定義する。また、

p1, p0はそれぞれexp(α0 + Ac) exp𝐴𝐴1 p𝛼𝛼1 = 1を満たす上限価格である 

 Δ𝐶𝐶𝑆𝑆 ≡  𝐶𝐶𝑆𝑆1  − 𝐶𝐶𝑆𝑆0  

= [𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(𝐴𝐴1)− 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(𝐴𝐴0)]𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(𝛼𝛼0  + 𝐴𝐴𝑐𝑐)[� 𝑥𝑥𝛼𝛼1𝑑𝑑𝑥𝑥
𝑝𝑝1����

𝑝𝑝1
− � 𝑦𝑦𝛼𝛼1𝑑𝑑𝑦𝑦

𝑝𝑝0����

𝑝𝑝0
] 

 

 

表 2-5 推定結果 

アライアンス 推定値 T 値 

BA/USAir 
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Δq 65626 7.9∗∗∗ 

ΔCS(thousand) 229260 8.4∗∗∗ 

DL/SN/SR 

Δq −28863 −9.7∗∗∗ 

Δp −89.7 −6.0∗∗∗ 

ΔCS(thousand) −120720 −10.5∗∗∗ 

KLM/NW 

Δq 46866 4.8∗∗∗ 

Δp −98.8 6.7∗∗∗ 

ΔCS(thousand) 193510 6.1∗∗∗ 

LH/UA 

Δq 25616 43.6∗∗∗ 

ΔCS(thousand) 122380 87.9∗∗∗ 

TOTAL 

Δq 35998 6.7∗∗∗ 

Δp −40.7 −6.3∗∗∗ 

ΔCS(thousand) 130210 6.9∗∗∗ 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Park and Zhang(2000) 

 

 表 2-5 より、4 つの提携は全体として、同盟期間の間に年間 130 百万ドルの追加消費

者利益をもたらした。この消費者余剰の増加は、非提携の状況（約 10 億 1,000 万ド

ル）と比較して 12％の増加となる。しかし、各提携の影響を受ける消費者余剰の変化

を調べると、すべての提携が消費者余剰を増加させるわけではない。 BA / USAir、

KLM / NW、LH / UA の提携は、DL / SN / SR のために消費者余剰が 120 百万ドル

減少すると見込まれているが、消費者の利益をそれぞれ 2 億 2300 万ドル、1 億 9300

万ドル、1 億 2200 万ドル増加させる。 

 二国間航空貨物サービス協定はおそらく、国際航空の拡大にとって最も重大な障害

である。航空会社は、二国間の規制と外国の法律で、好きなキャリアのいずれかを望

み、どこにでも簡単に運ぶことはできなかった。航空会社により観測された対応は、

外国の航空会社との戦略的提携を形成するように見える。この論文では 1990-1994 年
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のパネルデータを用いて、ゲートウェイ都市における航空運賃、乗客数量、消費者余

剰に及ぼす 4 大戦略的提携の影響を検討し、提携後のルート集中の増加が懸念の原因

とみなされる。主な成果は次のとおりである。第 1 に、BA / USAir、KLM / NW、お

よび LH / UA の提携は、提携後の期間にこれらの提携が発生したルートでの総需要

を増加させた。しかし、DL / SN / SR 同盟は、同盟期間後の同盟ルートの総需要を減

少させた。第二に、KLM / NW と DL / SN / SR 提携は、提携後、パートナーの航空

運賃を提携ルートでそれぞれ 22％と 19％削減させた。どちらの場合も、提携後のゲ

ートウェイ都市では、パートナーの市場力は増加したように見えるが、費用の削減に

よって支配され、運賃が低下した。第 3 に、提携前と比較することにより、年間平均

旅客数は約 3 万 6 千人増加し、運賃は同盟ルートで 41 ドル減少したことがわかった。  

 最後に、提携の本質は、それが消費者にとって有益であるかどうかを決定するかも

しれない。特に、補完的な提携（BA / USAir、KLM / NW、LH / UA）であれば、総

生産と消費者余剰が増加する可能性が高い。他方、平行的な提携（DL / SN / SR）で

あれば、総生産額と消費者余剰が減少する可能性が高い。全般的に見ると、北大西洋

同盟市場の消費者は、4 つの提携によって平均して良くなった。 

 

2.3. 日本におけるアライアンスの効果の分析 

 ここで、Park and Zhang (2000)の分析方法に則って、日本の航空会社が外国の航空

会社とアライアンスを提携した際の効果に関して分析する。以下、用いる変数を紹介

していく。 

 ここでは、JAL がワンワールドアライアンスに加入した 2007 年の前後である 2005

年から 2010 年までの期間において、JAL が供給していた 10 ルートのデータを用い

た。Qはそれぞれのルートにおける乗客数が今回得られなかったため、代替変数として

便数、平均搭乗率、機体の最大搭乗数を掛け合わせたものを用いた。データは、ANA

と JAL それぞれ、JTB 時刻表より単純化のため、それぞれの月の１日の便数を取った

もの、それぞれの航空会社の有価証券報告書から国別平均搭乗率を取ったもの、それ

ぞれの航空会社から用いられている機体の最大搭乗数を取ったものを用いた。Pは今

回、単純化のため、JAL と ANA の運賃を加重平均をとったものを用いた。データは

それぞれ JAL、ANA のホームページに載せられていたものから使用した。POPは先行

研究と同様に、出発する都市の人口と到着する都市の人口を掛け合わせたものである。

例えば、東京―ニューヨーク間のルートであれば、東京の人口とニューヨークの人口

を掛け合わせたものである。データは Demographia World Urban Areas & Population 
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Projections に載せられたいたものから使用した。INCは出発する国の一人当たりの収

入と、到着する国の一人当たりの収入を掛け合わせたものである。例えば、東京―ニ

ューヨークであれば、日本の一人当たりの平均年収とアメリカ合衆国の一人当たりの

平 均 年 収 を 掛 け 合 わせ た も の で あ る 。 デ ータ は 、 Organisation for Economic Co-

operation and Development から使用した。JALは JAL のワンワールドアライアンスの

加入の前後を表したダミー変数であり、加入が 2007 年であることから、2005 年から

2007 年までを 0 にしており、2008 年から 2010 年までを 1 にしている。YRはそれぞ

れ年を表したダミー変数であり、例えばYR05であれば 2005 年のデータを 1 にしてお

り、それ以外の年を 0 にしている。これらの変数を用いて、三段階最小二乗法を用い

て回帰した結果が以下の表 2-6 に示す。 

 

表 2-6 推定結果 

変数 推定値 P 値 

需要方程式 

Constant -39.53955 0.923 

ln𝑃𝑃 .5656579 0.158 

ln𝑃𝑃𝑙𝑙𝑃𝑃 -.1264459 0.098∗ 

ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝐶𝐶 1.691116 0.000∗∗∗ 

JAL -.3081259 0.078∗ 

YR05 .2847474 0.563 

YR06 - - 

YR07 .3138035 0.337 

YR08 .2197115 0.498 

YR09 .0953696 0.769 

YR10 .0810845 0.803 

R  0.63 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

 

 表 2-5 より、係数が負であることから JAL の加入により、乗客数に関して減少した

ことがわかる。 

 また価格方程式で用いた変数を紹介する。Pは上と同様に、JAL と ANA の運賃を加
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重平均をとったものを用いた。データはそれぞれ JAL、ANA のホームページに載せら

れていたものから使用した。Qは上と同様に、それぞれのルートにおける乗客数が今回

得られなかったため、代替変数として便数、平均搭乗率、機体の最大搭乗数を掛け合

わせたものを用いた。データは、ANA と JAL それぞれ、JTB 時刻表より単純化のた

め、それぞれの月の１日の便数を取ったもの、それぞれの航空会社の有価証券報告書

から国別平均搭乗率を取ったもの、それぞれの航空会社から用いられている機体の最

大搭乗数を取ったものを用いた。INPはそれぞれの企業の収入全体である。データは

JAL、ANA の有価証券報告書に載せられていたものから使用した。DSTはそれぞれの

ルートの距離（km）である。データは ANA のホームページに載せられているものを

用いた。YRは上と同様にそれぞれ年を表したダミー変数であり、例えばYR05であれば

2005 年のデータを 1 にしており、それ以外の年を 0 にしている。これらの変数を用い

て、三段階最小二乗法を用いて回帰した結果が以下の表 2-7 に示す。 

 

表 2-7 推定結果 

変数 推定値  T 値 

価格方程式  

Constant 21.43075 0.000∗∗∗ 

ln𝑄𝑄𝑖𝑖 .0485315 0.285 

ln 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃 .4609875 0.564 

ln𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙 -.5188846 0.000∗∗∗ 

ln𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝐸𝐸 -.5586768 0.173 

JAL .0003915 0.082∗ 

YR05 -.1424411 0.005∗∗∗ 

YR06 -.1236414 0.123 

YR07 -.1355489 0.167 

YR08 -.1070767 0.001∗∗∗ 

YR09 -.0105981 0.782 

YR10 -.1267395 0.062∗ 

R2  0.92 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 
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 表 2-7 より、係数が正であることから JAL の加入により、価格が増加したことがわ

かる。 

 上記の２つの結論、すなわち乗客数が増加し、価格が減少したことから、JAL のワ

ンワールドアライアンス加入により、この分析より消費者余剰が減少したことがわか

る。 

 ここから Park (1997)を踏まえ、考察を述べる。JAL のワンワールドアライアンスへ

の加入、すなわちワンワールドアライアンスに所属する国外の航空会社とのアライア

ンスを結ぶことは平行的な提携であるということができる。Park (1997)によれば、平

行的な提携においては消費者余剰が減少する可能性が高いと述べられており、日本の

航空会社によるアライアンスにおいても、同様の結論がでたことがわかる。 
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第 3 章 国内コードシェアの効果に関する分析 

 この章では、国内における航空会社同士がコードシェアを結んだ際の効果に関して

分 析 し た 。 初めに、Bamberger, Carlton and Neumann(2004)を紹介し、その後

Bamberger, Carlton and Neumann(2004)に則って日本の航空会社同士がコードシェ

アを結んだ際に、どのような影響を与えるか分析している。 

 

3.1. 先行研究:Bamberger, Carlton and Neumann(2004) 

 この論文では、コンチネンタル航空（CO）とアメリカウエスト航空（HP）、ノース

ウエスト航空（NW）とアラスカ航空（AS）による提携の効果を調査している。つま

り、提携が成立する以前の期間からの平均運賃と総交通の変化を、提携の影響を受け

た都市のペア（以下、「アライアンス・ペア」と呼ぶ）で同期間に対応させた後の期間

と比較する。またここでアライアンスの影響を受けていない都市のペアを「ノンアラ

イアンス・ペア」と呼ぶ。 

 両方のアライアンスには、特定の「セグメント」をコードシェアする契約が含まれ

ている。セグメントは 2 つの都市間の直行便で構成されてる。したがって、ワンスト

ップのフライトは 2 つのセグメントで構成されている。対照的に、都市ペアとは、旅

客が旅行する 2 つの都市を指している。２都市間で直行する乗客の場合、セグメント

は都市ペアに相当する。しかし、接続を結ぶ乗客は 2 つ（またはそれ以上）のセグメ

ントで移動するが、いずれも乗客との間の都市のペアと同じではない。 

 上記の提携は、1994 年 10 月 1 日にいくつかのセグメントで開始された。コンチネ

ンタル航空は 1995 年 5 月までに約 90 のアメリカウエスト航空のセグメントにコード

を置き、アメリカウエスト航空は約 40 のコンチネンタル航空のセグメントにコード

を設定した。1994 年第 3 四半期（提携が始まる前の四半期）は「前」期間であり、

1995 年から 1 年後の第 3 四半期は「後」期間である。 

 NW / AS 提携は CO / HP 提携よりも長い期間にわたって実施されたため、1994 年

と 1996 年の第 3 四半期を NW / AS 提携の分析の前と後の期間について説明する。コ

ードシェアは、1995 年第 3 四半期にいくつかのセグメントで開始され、その後 2 年間

で相当数のコードシェアセグメントが提携に追加された。1996 年の第 3 四半期まで

に、ノースウエスト航空は約 45 のアラスカ航空のセグメントにコードを設定し、ア

ラスカ航空は約 10 のノースウェスト航空のセグメントにコードを設定した。潜在的

な提携のペアは、コードシェアが、コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空（ま

たはノースウエスト航空とアラスカ航空）間の潜在的な飛行線をコードシェア便に変
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換する都市ペアとして特定する。 

 もし提携によって A→B→C のオンライン接続がつくられたならば、ここでは A→C

のアライアンス・ペアとして扱う。またこの分析に含まれるノンアライアンス・ペア

は、アライアンス・パートナーの 1 つが前または後の期間に乗客を報告した提携の影

響を受けていない都市ペアである。 

 ここで、最初に、アライアンスが平均運賃と交通量に及ぼす影響を調査している。

一つは、アライアンス・パートナーの平均運賃と運賃、さらにはパートナー競合の平

均運賃と運賃について、調査している。 

 この論文では、キャリアの平均運賃は多様な運賃を反映しているので、運賃と交通

費の両方に対するアライアンスの効果を調査している。したがって、ルート上の平均

運賃の低下は、そのルート上の全運賃の増加に関連する必要はない。例えば、平均価

格の下落は、事業運賃の低下や余暇運賃の増加を招く可能性がある。チケットの種類

ごとの需要の相対的な弾力性に応じて、運賃の変更に応じて合計交通量が増減する可

能性がある。 

 ここで、使用するモデルを紹介する。従属変数は、提携前から提携後までの運賃お

よび交通量の変化率である。すなわち、モデルの従属変数はln (average farepostalliance/

average fareprealliance)とln (total trafficpostalliance/total trafficprealliance)の２通りである。こ

こで、これらの変数をすべてのキャリア、提携パートナーのみ、提携の競合相手のみ

のそれぞれ 3 つのバージョンを構築する。 

 次に、モデルで用いる独立変数を紹介する。一つが、ペアとなる都市が提携先であ

るか、もう一つが往復乗車券の乗客割合の変化、もう一つが提携期間中にサウスウェ

スト航空の使用を示す。これはサウスウェスト航空の乗客シェアが提携後では 5％、

提携前では 5％未満であることがあげられる。 

 また、その他 2 つの説明変数は２都市間の直行便の乗客の割合の変化と２都市間の

集中度の変化である。これは提携によって影響を受けるだろう。たとえば、提携がよ

り良い接続を生み出す場合、特定のルート上のワンストップ・フライト以上のノンス

トップ・フライトの利点を減らすことができ、それは 2 都市間で直行便を取っている

乗客の割合に影響を与える。また同様に、提携が特定の都市のペアでより効果的な競

争相手の一方または両方の提携のパートナーを作る場合、その都市のペアのパートナ

ーのシェアは増加し、そのルートの集中の測定に影響を及ぼす。したがって、これら

2 つの変数は、提携による効果の一部を取り込む可能性がある。提携による効果のこ

れらの 2 つの説明変数を消去するために、非提携のキャリアからの情報のみを使用し
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て両方の変数を測定する。そこで、直行便における提携に加入していないキャリアの

乗客の割合と提携されてない都市ペアの HHI の変化を変数に入れる。 

 ここで、運賃への効果を分析する。コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空の

提携による効果を分析するために、1994 年第 3 四半期と 1995 年第 3 四半期のいずれ

においても、1 日あたり少なくとも 10 人以上の乗客を有する都市ペアに基づいてい

る。このサンプルは 3,564 都市ペアであり、これらのうち 707 は提携のペアである。

提携のペアの運賃は、提携がなされた後、大幅に減少し、統計的に有意な金額である

ことが分かった。表 3－1 は、コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空の提携の

平均運賃に対する回帰の結果を示している。最初の列は、提携のダミー変数のみを含

むモデルの結果を報告している。 1994 年と 1995 年の第 3 四半期の提携前の都市ペ

アと比較して、提携後のペアの運賃が 8.2％低下したことがわかった。第 2 列では、3

つの追加的な説明変数は、回帰に実質的な説明力を追加する。たとえば、1994 年と

1995 年の第 3 四半期の間に、サウスウエスト航空が参入した都市のペアについて、運

賃が大幅に（約 25％）低下したことがわかります。しかし、これらの変数を追加して

も、提携の推定される効果は実質的に変化しない。このことから、提携後の運賃は提

携前に対して約 7.1％低下することが分かった。第３列では、説明変数として都市ペ

アの HHI の変更が追加されている。HHI の変化は、HHI の 1,000 増加ごとに運賃を

約 1.2％引き上げることを確認した。しかし、この変数を追加しても、推定される提携

効果は実質的に変わらない。 

 

表 3-1 運賃の変化率（コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空） 

 推定値（t 値）  

切片 . 090∗ 

(23.59) 

. 092∗ 

(24.71) 

. 091∗ 

(24.55) 

提携ダミー  −. 082∗ 

(-13.2) 

. 092∗ 

(24.71) 

. 071∗ 

(-12.3) 

サウスウエストの参入   . 071∗ 

(-12.4) 

−.243∗ 

(-10.5) 

非提携における直行便の変化   −. 248∗ 

(-10.9) 

−.327∗ 

(-8.41) 

往復便における変化   . 098∗ −.102∗ 



31 
 

(-1.88) (-1.95) 

非提携における都市ペアの HHI の変化    . 0115∗ 

(3.45) 

決定係数  .0285 .0917 .0956 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Bamberger, Carlton and Neumann(2004) 

 

 表 3-2 は、ノースウエスト航空とアラスカ航空の平均運賃に対する回帰の結果を示

している。提携のダミー変数のみを含むモデルに基づいて、同盟対の運賃は、1994 年

と 1996 年の第 3 四半期（表 4 の第 1 列を参照）の間の提携前後の運賃と比較して

5.1％低下した。 第２列には、航空の運賃を非アライアンス・ペアの運賃と比較して

約 6.1％低下させた。第 3 列には、説明変数として都市ペア不一致 HHI の変更が追加

されている。この変数の 1,000 ポイントの増加は、約 5％の平均運賃の増加と関連し

ていることを示している。 

 

表 3-2 運賃の変化率(ノースウエスト航空とアラスカ航空) 

 推定値（t 値）  

切片 . 043∗ 

(14.40) 

. 053∗ 

(17.94) 

. 053∗ 

(17.80) 

提携ダミー  −. 051∗ 

(-4.37) 

−.061∗ 

(-5.23) 

−.062∗ 

(-5.31) 

サウスウエストの参入   −. 349∗ 

(-18.3) 

−.345∗ 

(-18.1) 

非提携における直行便の変化   −. 235∗ 

(-6.51) 

−.246∗ 

(-6.86) 

往復便における変化   −.087∗ 

(-2.10) 

−.088∗ 

(-2.10) 

非提携における都市ペアの HHI の変化    . 051∗ 

(2.35) 

決定係数  .0015 .0786 .0797 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 
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出所：Bamberger, Carlton and Neumann(2004) 

 

 コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空の提携は統計的に有意な増加と関連し

ていることがわかった。前と同じ 3 つの回帰仕様を使用して、平均運賃の変化を交通

量の変化を従属変数に代入している。第 1 列は、提携ダミーのみのモデルが 7.2％の

提携効果を示唆していることを示している。追加の回帰変数を追加すると（2 列目と

3 列目）、推定される効果は減少するが、統計的に有意（約 6.5 パーセント）のままで

ある。 

 

表 3-3 乗客数の変化率(コンチネンタル航空とアメリカウエスト航空) 

 推定値（t 値）  

切片 −.022∗ 

(-3.20) 

. 037∗ 

(-6.16) 

. 036∗ 

(-5.97) 

提携ダミー  −. 072∗ 

(6.40) 

. 066∗ 

(6.34) 

. 064∗ 

(6.22) 

サウスウエストの参入   . 348∗ 

(7.51) 

. 341∗ 

(7.33) 

非提携における直行便の変化   . 967∗ 

(10.86) 

. 996∗ 

(11.28) 

往復便における変化   −.262∗ 

(-1.96) 

−.257∗ 

(-1.92) 

非提携における都市ペアの HHI の変化    −.153∗ 

(-2.32) 

決定係数  .0069 .1478 .1500 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Bamberger, Carlton and Neumann(2004) 

 

 表 3-4 はノースウエスト航空とアラスカ航空の提携による乗客数の変化を表してい

る。前と同じ 3 つの回帰仕様を使用して、平均運賃の変化を交通量の変化を従属変数

に代入している。第 1 列は、提携ダミーのみのモデルが 0.4％の提携効果を示唆して

いることを示している。追加の回帰変数を追加すると（2 列目と 3 列目）、推定される
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効果が増加していることがわかる。 

 

表 3-4 乗客数の変化率(ノースウエスト航空とアラスカ航空) 

 推定値（t 値）  

切片 −.092∗ 

(18.24) 

. 072∗ 

(15.49) 

. 073∗ 

(15.87) 

提携ダミー  −.004 

(.17) 

. 014 

(.66) 

. 016 

(.72) 

サウスウエストの参入   . 432∗ 

(12.44) 

. 422∗ 

(12.20) 

非提携における直行便の変化   . 910∗ 

(9.69) 

. 937∗ 

(10.30) 

往復便における変化   −.196∗ 

(-2.14) 

−.195∗ 

(-2.12) 

非提携における都市ペアの HHI の変化    −.120∗ 

(-2.83) 

決定係数  .0000 .1384 .1406 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

出所：Bamberger, Carlton and Neumann(2004) 

 

3.2. 日本におけるコードシェアの効果の分析 

 ここで、Bamberger, Carlton and Neumann(2004)の分析方法に則って、日本の航空

会社が国内の航空会社とコードシェアを提携した際の効果に関して分析する。以下、

用いる変数を紹介していく。 

 ここでは、ジェットスター・ジャパンが 2013 年に JAL とコードシェアを開始した

際の乗客数と運賃への影響に関して分析を行う。データは、2013 年から 2014 年まで

の都市のペアを用いる。提携ダミーは、提携前を 0、提携後を 1 とするダミー変数で

ある。直行便、往復便の割合の変化は、それぞれ航空旅客動態調査報告書に載せられ

ているものを用いた。HHI の割合の変化は、それぞれの航空会社の有価証券報告書か

ら計算した。 
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表 3-5 運賃の変化率 

 

切片 . 8243075 

(0.95) 

提携ダミー  . 0609875∗∗∗ 

(2.57) 

非提携における直行便の変化  −.1273492∗ 

(-1.83) 

往復便における変化  −.1045392∗ 

(-1.95) 

非提携における都市ペアの HHI の変化  . 0921285∗ 

(1.72) 

決定係数  .2342 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

 

表 3-4 乗客数の変化率(ノースウエスト航空とアラスカ航空) 

 

切片 . 0639256∗ 

(1.72) 

提携ダミー  . 0194728∗ 

(1.92) 

非提携における直行便の変化  . 0003915 

(1.54) 

往復便における変化  -.0915232 

(1.34) 

非提携における都市ペアの HHI の変化  −.1355489∗ 

(-1.97) 

決定係数  .3606 

(注)***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 

 
 よって、ジェットスター・ジャパンと JAL のコードシェア契約により、運賃は増加
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し、乗客数は増加したことがわかった。 

 よって、先行研究におけるコンチネンタル航空・アメリカウエスト航空における提

携のときと同様の結果が出た。しかし、この分析には不十分な点が多い。一つは、デ

ータ数の少なさである。ジェットスター・ジャパンが供給している都市ペアが少ない

ことから、データ数が少なくなってしまった。しかし、他の航空会社はさらにデータ

数が不足してしまったり、航空会社の規模としても不足しているため分析には適して

いないと考えられる。また日本の航空会社における提携の分析を行おうとすると、

JAL,ANA に比べ、他の航空会社の規模がとても小さいため効果としてもとても小さい

ものとなってしまった。 
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第４章 結論 

 
 本論文では、航空会社による提携がどのような影響をもたらすか、国外の航空会

社とのアライアンスと、国内の航空会社とのコードシェア契約による効果の２つを分

析した。 

 第１章では、アライアンスの定義、航空アライアンスの定義、航空業界におけるア

ライアンスの歴史、コードシェアの定義、日本におけるコードシェアの歴史、アライ

アンス、コードシェアを航空会社間にて結ぶメリットなどについて現状分析を行っ

た。 

 第２章では、航空会社同士がアライアンスを結んだ際に、厚生にどのような影響を

与えるか分析した。初めに、Park(1997)を用いて理論分析を行った。提携のパター

ン（相補型提携、平行型提携）によって、厚生が改善するかどうか異なる可能性を示

唆した。その後に、1990 年代前半に北大西洋市場における４つのアライアンスによ

る効果を分析した Park and Zhang(2000)を紹介した。Park and Zhang(2000)におい

ては、それぞれの提携のパターンによって消費者余剰に異なる結果をもたらすことを

実証的に示した。その後 Park and Zhang(2000)に則って日本の航空会社が海外の航

空会社とアライアンスを結んだ際に、厚生にどのような影響を与えるか分析してい

る。分析の結果、乗客数が増加し、運賃が減少したことから、JAL のワンワールドア

ライアンス加入により、消費者余剰が減少したことがわかった。 

 第３章では、国内における航空会社同士がコードシェアを結んだ際の効果に関して

分析した。初めに、アメリカ国内における２つのコードシェア契約による運賃、乗客

数への効果を分析した Bamberger, Carlton and Neumann(2004)を紹介した。２つの

コードシェアは国外の航空会社との提携とは異なる効果を示すことがわかった。その

後 Bamberger, Carlton and Neumann(2004)に則って日本の航空会社同士がコードシ

ェアを結んだ際に、どのような影響を与えるか分析した。ここで、JAL がジェットス

ター・ジャパンとコードシェア契約を結んだ際の運賃、乗客数への影響を分析した。

このとき、乗客数は増加し、運賃は増加した。 

 これらの章をまとめると、乗客数に関しては、国外・国内の航空会社の提携ともに

増加し、運賃に関しては、国外の航空会社との提携では減少し、国内の航空会社との

提携では増加したことが分かった。このように、国外の航空会社との提携と、国内の

航空会社同士の提携では、また違った効果を示すことがわかった。 
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 しかし、本稿における分析はデータ数が少ないことや、アメリカ国内とは航空業界

の構造も異なるため、十分な分析とは言えない。精度を高めるためには、これらの要

素も考慮した分析が求められる。 
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あとがき 

 

 この論文の作成を通して、一つの論を形にすることの難しさを痛感した。テーマ決

めから、実証分析を進めるなど常に遅れを取っており、毎度急かされていた。中間発

表が終わるたびに次は早くからやろうと考えるが、結果として毎度直前に焦って進め、

稚拙な発表になっていたように思う。この論文を書き上げたのも最終提出日の数日前

となってしまった。 

 ゼミにおける２年間はとても苦労したように思う。ゼミに入るまではほとんど勉強

する習慣がなく、ましてや論文などに触れる経験など全くなかった。しかし、ゼミに

入ってからは、英語の論文や難度の高い論文を読み発表するなど、レベルにそぐわな

い能力を求められ非常に苦労した。このゼミに入ったのは、勉強する習慣がなかった

たり、不真面目な自分を改善することが一つの理由でもあった。２年間ゼミを続け、

稚拙ではあるが一つの論文を書き上げるところまでこれたことは少しは成長につなが

ったように思う。 

 最後に、なかなか進まない自分を見守ってくださった石橋先生に感謝の意を表した

い。また、協力してくれたゼミ生にも感謝の意を表したい。 
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